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 点検報告率が大きく上昇した消防本部における取組の事例紹介

平成28年の点検報告率と比較して15％以上上昇した以下の消防本部に対して、
「報告率上昇のためにどのような取組を実施したか」についてヒアリングを実施した。

• 郵送による点検報告の周知によって立入検査以前に是正改善されることにより、他の事案の対処
にあたることが可能となる。

• 消防職員が直接建物関係者に対して指導することで、点検及び報告の必要性を理解させ、実施に
結びつけることができる。

• 立入検査を点検報告期限よりも前に実施することで、単に忘れているだけの防火対象物関係者に
対して、点検報告の実施に繋げることができる。

（期待される効果）

○ A消防本部 平成28年： 52.5 ％ ⇒  平成29年： 81.6 ％ （ 29.1 ％上昇）

（取組事例）
１ 共同住宅等の未報告対象物の関係者に対し、郵送により「指導書」を交付した。

＊平成27年度から、この取組を行い、これまで約1,800件郵送している。
（参考：Ａ消防本部の要点検報告対象物数 19,062件）

２ 立入検査実施率を保持した。（平成28年度： 59％）
３ 点検結果報告期限切れになる３ヶ月前から、関係者に電話等で指導した。
４ 立入検査の実施時期を考慮した。（点検結果報告期限切れとなる前に実施）
５ 全職員で、違反是正の推進に積極的に努めた。
• 消防用設備等点検報告が未実施の防火対象物への立入検査を重点的に実施する。
• 立入検査を実施できない防火対象物に対し、点検報告の実施について文書を送付する。
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• 長期間未査察の対象物は、点検未報告になる傾向にあることから、本部全体で当該対象物への指導の徹
底を行うことで、点検報告率の向上だけでなく他の違反是正にもつながる。

• 査察執行の漏れのない計画により、関係者に対して、通知書１回の指導だけでなく、繰り返し指導（電話）
することで報告率向上につながる。

• 消防設備保守協会との連携により、消防機関単独での対応よりも効果的な対応を図ることができる。

（期待される効果）

○ Ｂ消防本部 平成28年： 63.2 ％ ⇒  平成29年： 80.3 ％ （ 17.1 ％上昇）

（取組事例）

１ 点検未報告対象物及び長期間（５年以上）未査察対象物に対する重点的な査察執行と電話による繰り返し
指導。

２ 県の消防設備保守協会と協力のうえ「点検報告周知チラシ」を作成し、点検報告制度の関係者への周知。
３ 消防設備保守協会と合同で、建物の防火担当者を交えた講演会を実施。
４ 点検報告率向上に積極的に取り組んでいる他消防本部への職員派遣。
５ リストアップされた対象物を担当制とし、一貫した指導を実施する。
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消防本部の取組事例（消防用設備等に不備がある点検報告に対する取組） 資料4-1

 点検報告に消防用設備等の不備事項がある場合の各消防本部における事例紹介

●消防用設備等点検結果報告書の不備事項記載の報告について

Ｄ消防本部

（事例）

• 点検結果報告書の提出の際に不備がある場合は、報告書の控えに「不備事項に関しては、
早急に改善すること。」等の文言が記載された印を押印し、報告書の提出者に渡している。

Ｃ消防本部

（事例）
• 点検結果報告書を持参した相手方に対して受け取ったことを示す「受理確認書」を交付する。
• 当該「受理確認書」には、不良事項のある設備には適切な措置を講じるよう記載されている。

（効果）
• 消防機関の改善を求める意思表示が建物関係者に伝わりやすい。

• 消防機関としては、書類の交付や押印により、立入検査に赴くことなく、消防用設備等の不
良箇所の改修を建物関係者に対して正確に行政指導でき、改修する動機につながる。

Ｃ消防本部の点検報告率： 66.8％
Ｄ消防本部の点検報告率： 65.5％
※ ２消防本部ともに全国平均（49.2％）を上回っている。

3



消防本部の取組事例（消防用設備等に不備がある点検報告に対する取組） 資料4-1

 点検報告時、相手方へ交付する「受理確認書」

Ｃ消防本部

 報告書の内容に不備事項が認められた場合の
押印による指導

Ｄ消防本部
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